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ジョブ・カード推進協議会（第５回） 
議事次第 

 

 

                    日 時：平成 22 年 11 月 17 日（水）10:00～11:28 

                    場 所：４号館４階共用第２特別会議室  

 

 

１．開 会  

 

２．議 事  

 （１）ジョブ・カード制度をめぐる最近の情勢  

 （２）ジョブ・カード制度の取組状況  

 

３．閉 会  

 

 

出席者：  

（委員）樋口会長、今野会長代理、秋葉委員、浅沼委員、上原委員、大久保委員、小杉委員、山口

委員、坪田日本商工会議所理事・事務局長（宮城委員代理）  

（政府）  

内閣府：  

（経済財政運営担当）梅溪政策統括官、神田大臣官房審議官、渡邉企画担当参事官  

（行政刷新会議事務局）冨永次長  

文部科学省：生涯学習政策局 作花生涯学習総括官  

厚生労働省：職業能力開発局 桑田大臣官房審議官、高森実習併用職業訓練推進室長  

経済産業省：経済産業政策局 高橋産業人材政策担当参事官  
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○内閣府大臣官房審議官 それでは、時間となりましたので、ただいまから「ジョブ・カード推進

協議会」の第５回会合を開催させていただきます。本日はお忙しい中を御参集いただきまして、誠

にありがとうございます。  

 前回開催から１年半以上にわたり間があきまして、この間開催できなかったことを深くおわび申

し上げます。  

 本日は、まず、私の方から、この間の位置づけ等について御説明をさせていただきます。従前は

成長力底上げ戦略推進円卓会議という会議の下に置かれた、官房長官が主宰する会議でありました

けれども、本年３月にその円卓会議が廃止されましたために、４月に位置づけが変わりまして、独

立した会議体として、経済財政政策担当大臣の下に設置される会議というふうに変更になりました。

経済財政政策担当大臣の依頼によって就任をいただく会議に変更になってございます。  

 また、当時の菅大臣から、会長を樋口先生に、会長代理を今野先生にお願いすることになりまし

た。各委員の皆様方にも、改めてよろしくお願いを申し上げたいと思います。  

 以後の議事進行につきましては、樋口会長にお願いをいたしたいと思います。よろしくお願いい

たします。  

○樋口会長 それでは、第５回「ジョブ・カード推進協議会」を開催したいと思います。まず、こ

の間、委員の交代もございました。御紹介させていただきますと、このたび泉田委員に代わりまし

て、浅沼弘一委員が就任なされております。よろしくお願いいたします。  

 本日は小沢委員、片岡委員、宮城委員、西原委員が所用のため御欠席ということでございます。

また、宮城委員の代理としまして、日本商工会議所の坪田秀治様に御出席いただいております。  

 よろしくお願いします。  

 それでは、議事を進めてまいりたいと思います。今回、ただいま御説明がありましたように、昨

年の４月以来という久しぶりの開催でございますので、まず、最初に、前回協議会以後の政府の全

体の取組や、先般行われました仕分けの結果につきまして一括して報告をいただき、その後、今後

の対応について御議論いただきたいと思います。  

 まず、最初に、政府全体の取組みについて、事務局から説明をお願いします。  

○内閣府大臣官房審議官 最初に、資料１に基づきまして「ジョブ・カードをめぐる最近の動向」

の御説明をさせていただきます。  

 前回の 21 年４月開催以降、開催されておりませんでしたけれども、資料１の２ページ目、３ペ

ージ目が、先ほど申し上げた位置づけの変更でございます。  

 これに関連いたしまして、ジョブ・カード制度を将来、日本版のＮＶＱ制度に発展をさせていく

ということになってございますので、関連する動きについて御説明をさせていただきます。  

今年の４月に当時の鳩山総理から、４ページ目でございますけれども、非正規労働者の方々に教

育機会がなかなか得られない方が増えており、また、成長分野で職業能力の育成体制が脆弱である

という課題があるということで「実践的な職業能力」の育成、評価を行う体制づくりを検討してい

きたいという指示がございました。  

 それを受けまして、お手元の５～６ページ目でございますけれども、当時、主査は仙谷大臣でご
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ざいましたけれども、実践キャリア・アップ推進チームという政治レベルのチームにおきまして、

実践キャリア・アップ構想というものの骨格が出てございます。  

 お手元の５～６ページ目をごらんいただきますと、５か年間の目標をつくるということですとか、

特に５ページ目の②のところでございますけれども、職業能力評価制度、日本版ＮＶＱを創設する

ということで、実践的な職業能力を明確化し、教育・能力開発とを結び付けた、能力を客観的に評

価する「キャリア段位」制度を導入するということで、ジョブ・カード制度についてもその下に言

及がございまして、ジョブ・カード制度など、既存の職業能力評価、資格、訓練カリキュラムなど

のツールを有効に活用するということや、職業能力を証明するツールとしてジョブ・カードの利用

促進を図るということが、その中でもうたわれております。  

 キャリア・アップ制度につきましては６ページの方にございますけれども、企業内ＯＪＴを重視

するとか「学習ユニット積上げ」方式を導入するということで、学びやすい体系をつくっていくと

いうことでございます。  

 第１次プランとしては、22～23 年度に向けまして、戦略分野、第一次的に導入をする分野を検

討していくということにされたわけでございます。  

 ６ページの推進体制のところでは、「専門タスク・フォース」を設置するということになりまし

た。これにつきましては８月の末に、本日委員として御出席いただいております大久保内閣府参与

を主査といたします「専門タスク・フォース」が発足いたしております。  

 ７ページ目でございますけれども、新成長戦略の中でジョブ・カード制度について、取得者 300

万人となっています。ジョブ・カード推進基本計画ですと、24 年度までに 100 万人という目標で

ございましたけれども、2020 年までの目標として、300 万人の取得を目指すということで閣議決定

をされております。  

 記述の中にございますように、非正規労働者を含めた、社会全体に通ずる職業能力開発・評価制

度を構築するため、現在の「ジョブ・カード制度」を「日本版ＮＶＱ」へと発展させていくという

ことが閣議決定をされております。  

 それから、新成長戦略の 21 の国家戦略プロジェクトの１つとして、このキャリア・アップ制度

というものが位置づけられておりまして、８ページにございますように、ジョブ・カード制度など

の既存のツールを活用した「キャリア段位」制度の導入、普及を図ることとされております。  

 ９ページは行程表に書かれておりますスケジュールということでございます。25 年度までに制度

を導入していくことや、教育システムとの連携を図るということがうたわれております。  

 お手元の 11 ページが、その後、タスク・フォースにおきまして、第一次導入分野ということで、

10 月７日の実践キャリア・アップ制度のタスク・フォースの第２回会合におきまして、11 ページ

にございますような分野につきまして、実践キャリア・アップ制度を導入するということが決まっ

てございます。そこにございますような介護人材、それから省エネ・温室効果ガス削減等人材（カ

ーボンマネジメント人材（仮称））、６次産業化人材という分野について、キャリア・アップ制度を

導入するということが決まってございます。  

 その後ろにつきましては、本日御議論いただくということで、ジョブ・カード構想委員会の最終
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報告や、基本計画の骨子を付けてございます。  

 この間の動きにつきましては、私の方からは以上でございます。  

○樋口会長 ありがとうございました。キャリア・アップ制度については後で大久保参与から御意

見があれば、またいただきたいと思います。  

 それでは、先般行われました仕分けについて、行政刷新会議事務局から御報告をいただきたいと

思います。本日は冨永哲夫事務局次長にお越しいただいておりますので、よろしくお願いいたしま

す。  

○行政刷新会議事務局次長 冨永でございます。よろしくお願いいたします。事業仕分けにおけま

すジョブ・カード関連の評価結果について、御報告させていただきます。お手元に資料２というも

のをお配りしていると思いますが、それをごらんいただきたいと思います。  

 事業仕分けにつきましては、昨年 11 月、本年の４月・５月に続きまして、現在第３弾というこ

とで仕分けを実施させていただいております。前半・後半ということで、前半が特別会計、後半が

再仕分けということで、まさに今、同時進行で後半の事業仕分けが行われているところでございま

す。  

 前半は上の方にございますように、先月の 27～30 日の４日間、特別会計について、池袋のサン

シャインシティ文化会館において仕分けが行われました。  

 特別会計につきましては、いろいろと国民の御批判がありました中で、特別会計をフルオープン

にしていくんだということ。それから、特別会計そのものの存在意義にまで踏み込みまして、特会

制度についても大胆に見直していくんだということによりまして、特別会計の論議に終止符を打つ

んだという趣旨の下に仕分けが実施されたところでございます。  

 具体的にこの４日間の中で、初日の 27 日の午後、労働保険特別会計について事業及び制度の仕

分けの議論が実施され、評価結果が出されたところでございます。  

 27 日の午後、まず、事業についての仕分けが行われまして、このジョブ・カードの関連では国会

議員７名、民間評価者５名。これはいずれも刷新会議でお諮りした上で総理が指名された評価者で

ございますが、この 12 人の参加を得て、ジョブ・カードの関連事業として「（１）ジョブ・カード

制度普及促進事業」及び「（２）キャリア形成促進助成金（ジョブ・カード制度関連）」、この２つ

の事業がこの中で取り上げられたところでございます。  

 その評価結果でございますけれども、資料２を１枚おめくりいただきたいと思いますけれども、

上から４、５行目に線が引いてありますが「ＷＧの評価結果」ということで、ただいま申し上げま

した（１）（２）の２つの事業については事業廃止ということでございますが、その下に内容が少

し、２行にわたって書かれてございますが、同様の政策目的を持った類似事業との整理統合を図り、

ＯＪＴによる能力開発という本来の政策目的を実現できる新たな別の枠組みを設けるという、仕分

けの評価結果でございました。  

 更に、もう少しそれを敷衍して公表しておりますのが、その下の方にございます「とりまとめ内

容」というところでございますが、（１）（２）の事業につきまして「当ＷＧのとりまとめとしては

事業廃止とさせていただきたい。ただし、ＯＪＴ、企業の現場でトレーニングを積んで能力開発を
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するという政策目的自体はきわめて重要だと思うので、他の同種の予算と整理統合し、求職者のた

めという本来の目的をしっかりと実現できる新たな別の枠組みを設けることで対応してはどうか。

本事業としては廃止と言う結論とさせていただきたい」というとりまとめ内容でございます。  

 この趣旨でございますけれども、繰り返しになりますが、ＯＪＴ、企業の現場でトレーニングを

積んで能力開発をするという政策目的自体は極めて重要であるということは認めた上で、この議論

の中では、例えば企業のための助成金制度の側面が強いのではないかと。あるいは、カードの作成

が実際の就職に役立っているのか。更に、ジョブ・カードの作成普及自体が目的化しているのでは

ないか。それから、予算執行率が低いといった指摘がこの議論の中で、先ほどの仕分け人の中から

指摘がされまして、そうした指摘も踏まえながら、先ほど申し上げましたように、他の同種の予算

との整理統合を図り、ジョブ・カード制度の在り方としては、求職者のためという本来の目的をし

っかり実現できる、新たな別の枠組みを設けるというとりまとめがなされたものと理解しておりま

す。  

 更に、この趣旨につきましては、内閣府の方から今日お配りされています資料の一番最後のとこ

ろに、国会の議事録を付けてございます。３枚ということです。  

 そこで 11 月１日に行われました衆議院予算委員会での、自民党の田村憲久議員の質問に対する

やりとりを載せてございますけれども、その３ページをごらんいただきたいと思います。ここで私

どもの刷新担当大臣でございます蓮舫国務大臣の答弁のところでございますけれども、アンダーラ

インを引いております箇所。「十分な職業訓練の機会を得てなかったフリーターやニートの皆様方

に対しまして、その就職を支援するために雇用型、ＯＪＴ型の職業訓練は有効で、そのためのツー

ルとしてこのジョブ・カードを使うことによってその方たちの就職をしっかりと後押ししていく、

この政策目的は私どもは全く否定をしておりません」と。その上で、仕分けの中の議論を少し紹介

いたしました上で、もう一枚おめくりいただきますと、その答弁の最後のところでございます、４

ページの上のところでございますが、繰り返し「ジョブ・カードの普及、その目的を否定するもの

ではございませんが、今の事業のお金の使われ方としてどうなんだろうか。この中身をもっと有効

的なものにするべく、改善する措置があるという意味で仕分けを行ったところでございます」とい

った答弁をいたしておるところでございます。  

 行政刷新会議といたしましては、この制度を所管されておられます厚生労働省におかれまして、

この評価結果を踏まえて、ジョブ・カード制度をより効果的、効率的な枠組みに発展させていただ

くよう御検討をお願いしたいと考えておるところでございます。  

 以上でございます。  

○樋口会長 ありがとうございました。  

 それでは、今の点も踏まえまして、厚生労働省から今後の対応について御説明をいただきたいと

思います。  

○厚生労働省大臣官房審議官 厚生労働省職業能力開発担当の審議官の桑田と申します。よろしく

お願い申し上げます。  

 それでは、私の方から、まずは資料３－１、資料３－２をお配りしておりますので、それをごら
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んいただきながら、今回、仕分けの対象となった２事業の概要でございますとか、最近のジョブ・

カード制度の進捗状況といったものをざっと御説明させていただいた上で、今回の事業仕分けの結

果について、私どもとしてどう受け止めているかといったことについて御説明させていただきたい

と思います。しばらく御傾聴いただければと思います。  

 まず、資料３－１をごらんいただければと思いますけれども、今回対象となった事業は、先ほど

御紹介があったように２つございますけれども、まず、ジョブ・カード制度普及促進事業について

御説明したのが、１ページ目のポンチ絵でございます。ここにございますように、この事業という

のは、そこでジョブ・カードセンターと薄緑色で囲まれている四角の部分がございますが、言わば

この普及の枠組み自体を支援しようというのがジョブ・カード普及促進事業でございまして、具体

的には企画競争の結果、日本商工会議所さんに対して委託という形でお引き受けいただいていると

いうことでございます。  

 中身としては、そのポンチ絵にございますように、普及のための中央ジョブ・カードセンターと

いったものを中央に１か所設けていただいて、そこでは全体的な普及・広報だとか、地域の指導等

をやっていただいていますけれども、その下に地域ジョブ・カードセンターを各県に１か所ずつ、

全国 47 か所設けまして、それぞれに地域ジョブ・カード運営本部という、国だとか県だとか労使

団体等々が入っていただいている運営本部を設置すると。更には、各県ごとに都市レベルで展開す

るためのジョブ・カードサポートセンター。これは全国で 91 か所ございますけれども、そういっ

たもので、よりきめ細かな普及促進に努めていただいているといった体制の運営の支援でございま

すけれども、具体的に、特に地域ジョブ・カードセンターにおいては、まさにジョブ・カード運営

本部の運営でございますとか、訓練・評価担当者の講習の実施でございますとか、重要な部分とし

ては職業能力形成プログラム活用促進ということで、具体的に協力企業の開拓でございますとか、

訓練のコーディネートといったことでございますとか、在職者の方々へのキャリア・コンサルティ

ングの実施といったことに必要とする経費を支援しているというのが、普及促進事業の内容でござ

いまして、その紙の裏に予算額でございますとか、具体的な事業の実施状況というのが書いてござ

いますので、後でごらんいただければと思います。  

 ジョブ・カード制度の普及の状況については、別途、資料３－２で後で御説明しますので、その

ときに委ねたいと思います。これが１つ目の事業でございます。  

 ２つ目の事業が、２枚目の紙でございますけれども「キャリア形成促進助成金（ジョブ・カード

制度関連）の概要」というペーパーがございます。キャリア形成促進助成金というのは、そもそも

労働者に対して計画的な職業訓練を実施する、主として中小企業なんですけれども、そういった事

業主の方々に支援を行うという、そういったそもそもの一般的な枠組みがあるんですけれども、そ

の枠組みの中に、ジョブ・カード制度に関連したものについては、より上積み的に、より手厚い助

成をするということで、ジョブ・カード制度関連という特別なカテゴリーを設けて支援していると

ころでございます。  

 したがって、ジョブ・カード制度関連のキャリア形成促進助成金の目的というと、そこに書いて

ございますように、フリーターなどの正社員経験が少ない方々の、正社員への移行の促進などのた
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めに、ジョブ・カード制度を活用した雇用型訓練を助成しようというものでございます。  

 「２．助成内容」といったことで、リストを整理してあります。職業訓練、具体的にはＯｆｆ－

ＪＴ、ＯＪＴに関するさまざまな経費の支援でございますとか、能力評価に関する部分の支援、あ

るいはキャリア・コンサルティングに関する支援等々ございます。これにつきまして右の方に、中

小企業、大企業と分けて、それぞれ実施の具体的な助成金額なり助成率といった表がございますが、

このうちの緑色で抜いたところが全部で７こまございますけれども、この緑色で抜いたところにつ

いては、私どもの方でも 23 年度概算要求に向けて、この９月の段階で既に廃止なり助成率の削減

をしようといったことで、既に打ち出していた部分でございます。  

 そういったところは、私どもとしても 23 年度に向けて、既に我々の独自の考え方としてやろう

としていたところを、この緑色で抜いているところでございます。  

 これについての予算の実績だとか支給実績等々については、その裏に整理してございますので、

これも御参考で見ていただければと思います。  

 これが今回仕分けの対象となった２事業の概要でございますけれども、続きまして資料３－２を

開けていただきまして、ここでジョブ・カード制度の、特に職業能力形成プログラムに関する進捗

状況といったことで、幾つかのデータを整理しておりますので、この機会を借りまして御紹介した

いと思います。  

 まず、最初のページを開けていただきますと、ジョブ・カード制度の進捗状況ということで、実

績が整理されております。これは平成 22 年９月までの累計実績でございますが、ジョブ・カード

取得者については 32 万 9,000 人。職業能力形成プログラムについては、受講者数が 10 万 6,000 人。

あるいはその内訳が書いてあります。  

 それぞれ 20、21、22 の経年的な変化は、下の方の詳細な表に整理しておりますが、ここでいう

平成 22 年度というのは、この９月末の時点での数字を計上してございますので、恐らく平成 22 年

度、トータルではこの倍以上にはなると思われます。そういったことで、全体トータル５年間で 100

万人というジョブ・カード取得者数の大きな計画の目標値がございますけれども、トレンドとして、

最初はどうしても、立ち上げたときは数が低かったわけですけれども、順調に、ある意味右上がり

で、100 万人に向けてどんどん積み上がっているという状況かなという気はしております。  

 もう一つ、この表でちょっとコメントさせていただきたいのは、就職率というところでございま

して、能力形成プログラムの各コース別の就職率を表の右の方に整理してございますが、73.6、97.2、

70.2 ということで、それぞれ少なくとも７割以上の就職率を達成しております。これは例えば、相

場観といたしましては、公共職業訓練の離職者訓練の委託型の就職率が 62.4％。60％台前半といっ

たものと比較しますと高いといったことで、そこは一定程度評価を上げていると考えていいのでは

ないかなと、私どもとしては考えているところでございます。これが実績でございます。  

 その次の紙でございます。「（２）最近の主な取組」ということで、実績は上がりつつあるとは言

いつつも、不断の見直しは普及のためには必要であろうと考えておりまして、今年度に入ってから

の主な取組みを整理いたしました。３点ございます。  

 １点目は「ジョブ・カード様式の改善」ということで、より使い勝手のいいジョブ・カード様式
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にするために、より簡略化した様式をつくりまして、この秋以降にそういった様式を使用できるよ

うにしましたというのが１点目でございます。  

 ２点目でございますが、緊急人材育成支援事業に基づく、いわゆる基金訓練においても、どんど

んジョブ・カードを活用していただこうといったことで動いておりまして、この 10 月からでござ

いますけれども、いわゆる基金訓練の中に、職業横断的スキル習得コース、基礎演習コース、非常

にベーシックなコースなんですが、そのコースについては、その課程においてジョブ・カードの作

成指導を必須の条件としたといったことで、できるだけ多くの機会にジョブ・カードを使っていた

だこうということで見直しております。  

 ３つ目でございますが「有期実習型訓練に係る求人の積極的な誘導」ということでございまして、

これは実は従前どうなっていたかというと、例えばハローワークで求職者の方が検索する際の検索

項目は、基本的には「フルタイム」というカテゴリーと「パート」というカテゴリーしかなくて、

有期実習型訓練に係る求人ということについては、これはパートの項目の中に埋没していて、なか

なか求職者にわからなかったというのが、これは現場の声として非常に貴重な指摘がございました

ので、それを踏まえまして新たなカテゴリー、検索項目として「訓練により正社員を目指す求人」

というのを設けていただいて、より明示的に求職者の方にわかるようにしていただくといったこと

で、これは順次、今、システムを地域地域で見直していただいているところでございます。こうい

った事柄で少しでも、更に普及にはずみをつけようということで、取り組んでいるところでござい

ます。  

 ３ページ目はそれぞれの訓練について、どういったカテゴリーのものが多いかといったことを整

理したものでございますので、これは御参考までにごらんいただければと思います。  

 ４ページ目でございますけれども、４ページ目の一番上の表は、実際にどの程度の期間の訓練を

認定されているか。期間別の認定実績でございますが、有期実習型訓練は原則３～６か月のターム

でございますが、やはり一番多いのが一番短い３か月というのが約半分でございまして、その結果、

平均ベースだと 4.0 か月といった平均期間になっております。  

 実践型人材養成システムは原則６か月から２年間というタームでございますが、これも一番多い

のが６か月というミニマムなところでございまして、半分弱が６か月ございまして、その結果、平

均では 8.6 か月といったタームになっているというところでございます。  

 それから、その下の表でございます。キャリア・アップ型といったことに着目して整理してみま

した。雇用型訓練において、キャリア・アップ型の受講者数でございますが、ごらんいただけると

おり、20 年度が 19.6 なのが、21 年度には 27.0。約４分の１以上がキャリア・アップ型ということ

で、キャリア・アップ型というのも私どもは非常に重要なタイプだと考えております。そういった

ものが進んできているといったところであります。  

 下のデュアルシステムの分野別というのは、御参考までにごらんいただければと思います。  

 その次のページでございますけれども、制度の周知広報というのは我々も非常に重要だと考えて

おります。具体的にどういったことをやっているかということの一端を御紹介したいと思います。

まず、各種メディアで周知しますというのが１番目です。  
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 ２番目は、関係団体を通じて、ありとあらゆる普及策を講じていきたいということで、これは大

きくは、訓練を積極的にやってくださいという部分と、ジョブ・カードを積極的に使ってください

という、大きく２つのパーツに分けて整理してございますけれども、訓練に関する勧奨ということ

では経団連さん、商工会議所さん等、さまざまな団体を通じて周知するとともに、例えばキャリア・

コンサルティングの勧奨などを進めているところでございます。要請等をしております。  

 ２番目のジョブ・カードに係る勧奨要請ということについて言えば、１つは実際に企業の採用面

接時にジョブ・カードを使っていただくということが重要だと思っておりますので、それを促進す

るための広報活動でございますとか、離職者訓練、在職者訓練、さまざまな委託訓練、先ほど申し

上げた基金訓練と、さまざまな各種訓練の中でも、できるだけ多くジョブ・カードを実際に使って

いただきたいという思いがございますので、そういった観点からの各方面の働きかけをやっている

というのが２．の（２）です。  

 「３．その他のジョブ・カード活用促進方策」とございますが、これは主として、非常に熱心な

業界団体を通じて取組みを加速していこうといった観点から、１つは昨年度、モデル事業といった

ことで、全国８団体に参加いただきまして、モデル事業といった形で雇用型訓練を普及する取組み

をやっていただいていると。  

 更に、今年度からでございますが、業界団体への委託という形を通じて、その委託を受けた業界

団体に積極的な取組みをしていただこうといったことで、業界団体を通じた取組み促進といったも

のに取り組んでいるというところが、この３．でございます。  

 最後でございますが「『ジョブ・カード制度』の一層の展開」ということで、予算要求関係の概

算要求ベースを整理しておりますけれども、左下の箱にございますように、22 年度予算額は 145

億円だったのが、23 年度には概算要求ベースでも、できるだけ効率的にという観点から 118 億円

といったことで、若干の減要求にしております。  

 要求の内容というところでありますが、特にこの中の「１ ジョブ・カード制度の普及促進等に

向けた取組の強化」のうちの 23 億。それから、大きい２番目の四角の部分がキャリア形成助成金

といったことで、この 23 億と 53 億の部分が概算要求をしておりましたけれども、今回の事業仕分

けの対象となった部分でございますので、これをどうするかといったことについて調整していくと

いう構図になっております。  

 これが今までの概要説明でございますが、これを受けて、先ほど御紹介があった仕分け結果を、

厚生労働省としてどう受け止めようとしているかといったことについて、口頭で恐縮でございます

けれども、現在の私どもの頭の整理を御紹介したいと思います。  

 私どもとしても、先ほど御紹介があったような今回の仕分けのとりまとめでございますが、２つ

の部分に分けて頭の整理をする必要があるかなと思っていて、１つはジョブ・カード制度そのもの

を政策上どのように続けるかという部分。もう一つは、ジョブ・カード制度を推進するためのさま

ざまな、特に２事業についてどう評価されているのか。それをどうしていくのかという２つの部分

に分解して整理をすることが必要かなと思っています。  

 まず、前段のジョブ・カード制度の政策上の重要性についてということで言えば、先ほどの行政
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刷新会議事務局の次長さんの御説明と被ってしまいますけれども、先ほど御紹介があったとりまと

めの内容にも、ＯＪＴ、企業の現場でトレーニングを積んで、能力開発をするという政策目的自体

は極めて重要であると指摘されていることからも、ジョブ・カード制度自体の政策目的自体は極め

て重要なものであるという御理解自体は、仕分けの皆様方にも御理解されたものだと考えておりま

す。  

 現に、その後の国会の審議においても、これも先ほど御紹介がございましたけれども、例えば 11

月１日の予算委員会では、厚生労働大臣もジョブ・カード制度は非正規労働者、とりわけフリータ

ーの皆様が職業訓練を受けながら、正規の社員になっていくために、ジョブ・カードはツールとし

て重要な制度であるということで、私どもの大臣も答弁をさせていただいておりますし、蓮舫大臣

もフリーター等の方々に対する就職支援として雇用型、ＯＪＴ型の訓練は有効で、そのツールとし

てジョブ・カードを使うことによって、その方々の就職をしっかり後押しをする。その政策目的は

全く否定しておりませんとお答えいただいておりますし、更に４日の本会議においても、これは総

理大臣自ら、ジョブ・カード制度の政策目的自体は極めて重要であると認めた上で、現行の関連事

業の問題を指摘されたものと理解しているといったことでございますので、こういった答弁等も含

めて、あるいは、更に、そもそもジョブ・カード自体が新成長戦略で、重要な施策として位置づけ

られているといったことも含めて考えますと、厚生労働省としてもジョブ・カード制度という政策

目的は非常に重要で、引き続き推進していきたいといったことで考えているところでございます。 

 次に、個々の事業についてどう考えるかという部分でございますが、それについては今回、先ほ

ど御紹介があった、今回仕分けの対象となったのは、先ほど御説明した２事業でございますけれど

も、これらについては確かに事業仕分けのとりまとめでは、他の同種の予算と統合し、求職者のた

めという本来の目的をしっかりと実現できる、新たな別の枠組みを設けることで対応してはどうか

という御指摘をいただいているところでございます。  

 また、更に国会答弁でも、これも先ほど御紹介がございましたけれども、蓮舫大臣の御答弁でも

ジョブ・カードの普及、その目的を否定するものではございませんが、ただ、今の事業のお金の使

われ方としてどうなのだろうか。この中身をもっと有効なものにするべく、改善する余地があると

いう意味で、仕分けを行ったところですと御答弁していただいております。この辺りは厚生労働省

としても、きちんと受け止める必要があるといったことでございまして、今回仕分けの対象となっ

た２事業につきましては、まさに蓮舫大臣もおっしゃっていただいているように、就職支援という

本来の政策目的をより効率的、効果的に達成できるような枠組みとして機能できるように、そうい

った内容を検討しているところでございます。  

 ただ、具体的な検討の内容につきましては、大変申し訳ないんですが、正直、率直に申し上げま

して、現在も省内で検討中でございまして、関係省庁の皆様方だとか関係機関の皆様方と十分な意

見交換をまだできていないという状況でございまして、申し訳ございません。この場で御説明する

までの熟度には達していないといったことについては、是非御理解いただければと思いますが、い

ずれにしても、今のようなことで受け止めるところは受け止めて、よりいいものになるようにとい

うことで検討しているところでございます。  
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 以上でございます。  

○樋口会長 ありがとうございました。行政刷新会議事務局からの説明あるいは厚労省の説明から

もお分かりのとおり、このジョブ・カードの存在そのものが否定されたということではなく、原点

に戻ってその有効性を更に発揮しろという、ある意味では支援の言葉かなと思います。  

 この私どものジョブ・カード推進協議会のタスクというのは、やはりジョブ・カードの普及促進

とその有効性の向上を推進していくと。そのために、どういう方法を用いながら推進していくのか

というのも重要なタスクだと思いますので、これまで以上に役割というのが重くなっていると私は

受け止めております。  

 ただいま厚労省の方から、今後の具体的な取組みについては未だ検討中であるということでござ

いましたので、後で皆様からその点についても、いろいろ御意見をいただきたいと思いますが、そ

の前にまず、現状におけるジョブ・カードの取組み状況について、まず、文部科学省から、そして

その後、日本商工会議所から御説明をいただきたいと思います。  

○文部科学省生涯学習総括官 失礼いたします。文部科学省の生涯学習総括官をしております作花

と申します。よろしくお願いいたします。  

 資料４をごらんいただきたいと思います。「実践型教育プログラムの取組状況について」という

表題のものでございます。文部科学省におきましては、大学あるいは専門学校におけます教育、ノ

ウハウというものを活用して、社会人の方々の職業能力形成に資するプログラムを実施してきたと

ころでございます。これを実践型教育プログラムと申し上げております。  

 表紙を１枚めくっていただきますと、１ページでございますが、これが大学・短期大学・高等専

門学校に対して委託する事業でございまして、社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラムと

称しておりますが、これを実施してまいりました。  

 その下の２ページでございますが、これは専修学校に対して委託する事業でございます。専修学

校を活用した就業能力向上支援事業ということでございます。こういった２本柱で職業能力形成の

ための教育プログラム事業をやってきたわけでございますが、実績としましては４ページ目の表を

見ていただきますと、平成 21 年度の委託事業における履修証明書の発行状況ということでござい

ますが、一番右下が全てのトータルでございますが、１万件を超える履修証明書の発行をしてきて

いるということでございます。こういったところが、このジョブ・カードシステムにも資する事業

としてこれまでやってきたわけでございますが、残念ながら、この２つの事業はいずれもモデル事

業でございます。専修学校の方の委託事業は 21 年度で終了しております。それから、大学・短大・

高専に対する委託事業は、本年度の 22 年度で終了するということになっています。非常に意義の

ある事業ではあるんですが、現下の財政状況ということもあり、モデル事業の継続はこれ以上認め

られないということになっております。  

 今後は各学校の自主性、主体性に基づいて、こういった正規の学生ではない、社会人を取り込む

ような、リカレント学習とかリカレント教育という教育活動を振興してもらいたいと考えています。 

 実際のところ、政府からの委託費がなくなると、どうしても件数は減るということは想定されて

いますけれども、この趣旨の重要性については各学校に対して促して、啓発してまいりたいと考え
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ています。  

 以上でございます。  

○樋口会長 ありがとうございます。  

 大学生の就職率がこれだけ悪化してきている中において、この役割というのは非常に重要だと思

いますので、今後とも、我々も含めてよろしくお願いします。  

○坪田日本商工会議所理事・事務局長 今日は委員の宮城が欠席ですので、代理でまいっておりま

す日本商工会議所の理事で、事務局長を務めています坪田と申します。よろしくお願いいたします。

我々が取り組んでいますジョブ・カード制度普及促進事業についての御報告を申し上げます。  

 まず、資料５の１ページをごらんいただきたいんですが、のちょうど真ん中ぐらいの下の囲みに

なります。一番上に「北は北海道、南は沖縄県まで、全国各地の 138 カ所の商工会議所が国からの

委託事業に協力」ということであります。今は全国に 514 の商工会議所がありますが、そのうちの

138 の商工会議所がこの事業に協力しているということになります。  

 具体的には、全国に 47 都道府県ありますから、都道府県庁所在地クラスなどの商工会議所が地

域ジョブ・カードセンターになりまして、その下に 91 か所の地域ジョブ・カードサポートセンタ

ーを設置しているということで、協力させていただいております。  

 具体的にどんな仕事をやっているかといいますと、１ページの一番上の枠に２つあります。  

１つは職業訓練を活用して、人材の育成・確保を図る協力企業の開拓をやっています。これは、

個別訪問あるいは説明会、いろいろなＰＲ方法を使って実施しております。  

 その右隣にあります協力企業への訓練計画の作成・申請・認定支援、助成金の申請手続きですが、

これも全面的にきめ細かく支援させていただいております。これが、商工会議所が取り組んでいる

事業になります。  

 ２ページをごらんいただきたいと思います。２ページは今までの活動実績になります。点線より

左側の方が年度別の実績数になります。点線の右側の棒グラフが累計になります。平成 20 年度か

らこの事業を開始しておりますが、実際に予算が使えるようになったのは平成 20 年の秋口ですし、

いろいろな準備等がございましたので、棒グラフの上に書いてある 3,507 というのが協力企業数で

す。そのうち、白い 654 というのが計画の認定を受けた企業数と御理解いただきたいと思います。

それが 21 年度になりましたら、協力企業数は 8,882 になり、認定企業数も 4,197 になっています。  

 平成 22 年度は、まだ年度途中ですが、協力企業数は９月末現在で 8,585、認定企業数は 10 月末

現在で 3,255 となっています。今までの経験則からいいますと、ここに平成 22 年度の年間見込み

を書いておりますけれども、協力企業数が約１万 5,000、認定企業数が約 4,900 になるのではない

かと見ております。  

 点線の右側の左側のグラフですが、これは現時点までの累計になります。ずっと合わせますと、

協力企業数が２万 974、認定企業数が 8,106 になります。平成 22 年度末現在の見込みでは、一番

端のグラフですが、協力企業数が約２万 7,000、認定企業数が約１万と見込んでおります。  

 下の枠の方に記載しているように、ようやく軌道に乗ってきて、協力企業数あるいは認定企業数

も増えてきております。年々拡大しているというのは読み取れるかと思います。  
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 協力企業は、北は北海道では 234 社ございますし、南は沖縄県でも 106 社ございます。全国各地

に広がっているということで、訓練できる企業の受け皿は増えてきているとごらんいただきたいと

思います。  

 認定企業のうち、訓練を実施した企業の８割強は中小企業です。業種については、ここに書いて

ありますけれども「サービス業」が 20％、「製造業」が 15％、「医療・介護・福祉」が 13％、「卸

売・小売業」が 13％という順になっております。  

 ３ページをごらんいただきたいと思います。これは、訓練修了者がどれだけ正規雇用につながっ

ているかという棒グラフになります。  

棒グラフの上に書いてある数字が訓練修了者数であります。白抜きのところの数字は、実際に正

社員として雇用された人数であります。例えば平成 21 年度ですと、全体で訓練を終わった人が

3,817 名ですが、そのうちの 2,652 名が正社員として雇用されたということで、約 73％が正規雇用

につながっているという実績になっております。  

 下の部分で黒っぽいところがあります。ここは、実際には正規雇用ではなくて非正規で雇用され

たとか、採用検討中とか、他社で求職中といった方の人数になります。  

 平成 20 年度から本年 10 月末現在までの累計でいいますと、全体で訓練の修了者数が 5,271 名で、

正規雇用になった人が 3,852 名、73％が正規雇用になっているとごらんいただきたいと思います。 

 ４ページにいきますと、中小企業に職業訓練がようやく根づき始めたところですけれども、企業

側からもそうですし、訓練生側からも非常に高い評価を受けております。  

要約して言いますと、訓練を実施した企業からは、訓練を通じて訓練生の適性や能力を把握でき

るので、ミスマッチの少ない採用ができる、社員研修の仕組みを構築できたのが大きな収穫となっ

たなどの評価を得ております。  

同様に訓練生からは、正社員の道が広がるなどという声が多く寄せられております。個別には後

ほど資料をごらんいただきたいと思います。  

 先般、事業仕分けが行われました。一般的に中小企業というのは即戦力を求めがちですけれども、

ジョブ・カード制度の職業訓練を通じて、企業自ら人材の育成・確保を図ることがやっと根づき始

めたと私どもは思っております。  

 事業の実績も着実に向上しているにもかかわらず、先の事業仕分けで廃止と判定されたことにつ

きましては、政府が今年の６月に閣議決定した新成長戦略との整合性を欠くものであり、誠に遺憾

であります。この件につきましては、11 月８日開催の第４回新成長戦略実現会議で、私どもの岡村

会頭からも指摘させていただいております。  

 だれがこの事業を実施するかは別にして、事業が廃止されると、せっかく広がった正社員の道が

閉ざされます。事業仕分けの評価結果では、「同様の政策目的を持った類似事業との整合性を図り、

新たな別の枠組みを設ける」とされています。このため、新成長戦略との整合性を図ることは勿論

ですけれども、企業が苦労して作成した訓練計画がやっと認定されても、訓練生に対するハローワ

ークでの周知が不十分ということによって、実際に訓練生が集まらずに、急きょ訓練を中止せざる

を得ないケースがあることも事実であります。そういった現行制度の問題点も政府と一体になって
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解決して、中小企業等が取り組みやすい、実効性のある制度を早急に構築されることを期待してお

ります。  

 事業仕分けに先立って、10 月 21 日に民主党の玉木先生ほか、現場を見たいとおっしゃいまして、

東京商工会議所の地域ジョブ・カードセンターを実際にごらんになりました。私どもも立ち会いま

した。  

 先生方は我々がやっている協力企業を開拓して、訓練生を受け入れる。この事業については非常

に高い評価を受けました。ただ、協力企業を開拓して、訓練生を受け入れる受け皿をつくっても、

実際にはハローワークから訓練生が回ってこないということによって、急きょ訓練を中止しなけれ

ばいけないというところもあるということも申し上げましたけれども、これからどんどん厚生労働

省さんの方と話をしていけば、そういう人がどんどん回してもらえるのではないかとは思っており

ます。  

 そのほか、先生方はジョブ・カードそのものの有効性について疑問を投げかけられておりました。

たまたまその日に、中小企業の方で地域ジョブ・カードセンターに相談にみえた方がいまして、先

生方が直接、ジョブ・カードについてどう思いますかという質問をされましたときに、その方は、

我々中小企業にとっては採用の目安になって、ジョブ・カードはとてもいいですよと。私どもが仕

掛けたわけでも何でもなくて、その方が心からそう発言されて、先生方もそうですかということで

お帰りになったんですが、結果的に廃止という判定になったのは、とても残念に思っております。 

 以上です。  

○樋口会長 ありがとうございました。ジョブ・カードについて、後で小杉先生がその成果につい

ていろいろ研究なさっておりますので、お話をいただくことにしたいと思いますが、意見の交換の

前に、ただいま御説明いただきました点について、御質問がございましたらお願いしたいと思いま

す。  

 そうしましたら、私から。行政刷新会議事務局にお尋ねしたいんですが、先ほどいただきました

資料２の２ページ目を見ますと、判定の結果、評価の結果というのが出ておりますが、そこに事業

廃止は全体のうちの７名がサポート。事業内容の見直しが４名、あるいは予算要求の圧縮が２名と

いうことで、６名の方が廃止ではなく、むしろ見直しとか予算要求の圧縮ということをサポートし

たことだろうと思いますが、この廃止ではなくという方々の意見というのは、何か出たんでしょう

か。例えばどこを残すべきだとかということについてなど。  

○行政刷新会議事務局次長 今、手元に個々の方々がどういう意見を書かれたかというのは、必ず

しも持っておりません。ただ、全体でどういう意見がこの評価に関連して書かれていたかというも

のがございます。  

したがって、廃止と言われた方も、廃止と言われていない方も含めてということになりますけれ

ども、少し関連するところを申し上げますと、例えば「ジョブ・カード制度について雇用促進の効

果に疑問があって、別の仕組みを考えるべき」といった意見。  

 「キャリア促進助成金は、助成の規模等を大幅に縮小すべき。」  

 「企業への補助金と切り離して、基本からその在り方を見直すべき。」  
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 「有期雇用型職業訓練には意義がある。ただし、ジョブ・カードを介在させる必要はない」とい

う意見もございました。  

 「職業訓練については、他の事業との重複を十分に検討し、制度の簡素化を図る」という意見。 

 「効果について疑問がある。本来の趣旨とは異なり、企業への助成になっているのではないか。」 

 「キャリア形成助成金による研修を他の類似事業と統合した上で実施すれば済む。」  

 「他の助成と一本化すべき。」  

 「キャリア・コンサルティングの在り方については抜本的な見直しが必要。」  

 「ジョブ・カードを取得したことが転職に結び付く制度になっていない。実質的には事業主への

助成金を中心とする制度になっている。そうであるならば、トライアル雇用奨励金、正規雇用化奨

励金といった別の制度と重複している。」  

 「ジョブ・カードをつくることが目的化している。本来の就業者増に貢献するという観点が不足

している。」  

 「キャリア形成助成金については、大企業への助成は必要ない。」  

 「有効性指標を適切に設定することにより効果を把握すること。」  

 これらが、先ほどの関連はございませんけれども、12 名の評価者それぞれが評価シートに書き込

まれた内容でございます。  

○樋口会長 ありがとうございました。  

○山口委員 商工会議所さんに質問させていただきたいんですが、３ページの訓練修了者と正社員

の推移のところで、もし男性と女性の比率がどのぐらいかというデータがおわかりでしたら、お聞

きしたいです。  

○坪田日本商工会議所理事・事務局長 申し訳ありません。訓練修了者のうち正社員になった方の

男女比のデータは取っていないのでわかりません。いずれ機会があったら、データを取ってみたい

と思います。  

○樋口会長 よろしいですか。  

○山口委員 質問の趣旨は、やはりこれから、このジョブ・カードというものが浸透していくのに、

ターゲットを前々から議論していたと思うんですが、訓練を受けているとか、どこに届いているか

というところでいうと、やはり就業困難者は、若者も多いかもしれませんけれども女性に多いとい

うことで、その辺がわかったらと思いましたので、質問させていただきました。もし可能でありま

したら、今後そのようなデータもいただけたらと思います。  

○坪田日本商工会議所理事・事務局長 訓練修了者だけに限って言いましたら、正規雇用された方

の男女の割合はわかりませんけれども、訓練生では約６割が男性で、４割が女性ということになっ

ています。これは実際には、ハローワークを通じて回ってくるものですから、ハローワークでどう

いう送り出しをしていただいているかということにもつながってくると思います。  

○山口委員 ありがとうございます。  

○樋口会長 ほかにいかがでしょうか。  

 よろしければ、この後意見交換になると思いますが、冨永次長は公務が入っていらっしゃるとい
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うことで、ここで御退席いただきます。どうもありがとうございました。  

 

（冨永次長 退室）  

 

○樋口会長 それでは、議事を続けたいと思います。  

ただいまの説明からおわかりのとおり、一部の報道によりますと、仕分けにおいてジョブ・カー

ドが否定されたという表現が使われていますが、行政刷新担当大臣の国会答弁が先ほど配付されて

おりますが、それを読みましても、ジョブ・カードの普及や政策目的が否定されたものではなく、

むしろジョブ・カード制度をより有効なものとして改善していく必要があるとの指摘だったと受け

止めております。  

 ジョブ・カード関連事業につきましては、今後厚生労働省において、行政刷新会議の指摘を真摯

に受け止め、また最終的には予算編成の過程において見直しがなされていくと思いますが、私ども

はこの協議会としましても、いろいろな意見を拝聴しながら、参考にして助言をということになっ

ていくのではないかと思います。  

 本日の協議会におきましては、事業仕分けの趣旨が、ただいま説明のありました内容であること

を踏まえまして、委員の皆様から率直な意見、見直しのための建設的な御意見といったものをちょ

うだいしたいと考えております。  

 まず、これは小杉委員からお申し出がございましたので、是非研究の成果について御報告をお願

いしたいと思います。これは私の方からお願いしたことでありますので、よろしくお願いいたしま

す。  

○小杉委員 ありがとうございます。私どもではプロジェクトの研究の一環として、能力開発の現

状と課題というのを調べる一環として、今回ジョブ・カード制度について、幾つかの調査をしてお

ります。そのうちの１つが、つい最近、一応の形でまとまりましたので御報告させていただきたい

と思います。  

 これは今、日商様の方から御報告がありました、有期実習型訓練をやっていらっしゃる企業及び、

それをこれからやろうとして取り組み始めている企業に対する調査です。調査の配付等はジョブ・

カードセンターに御協力いただく形で、460 の配付で 277。現時点での分析ですけれども、今まで

の広がり方を見ますと、かなり把握率は高くて、代表性としてという意味では大変信頼性があるデ

ータだと私どもとしては思っております。ただ、回収したばかりの暫定的なとりまとめ案で、今後

若干の数字の変化はあるかもしれません。  

 主な結果として、どんな企業が受け入れられているか。細かいことがいろいろわかりましたので、

御報告させていただきます。  

 図表等は後で見ていただくことにして、文章の方だけ読ませていただきたいです。２ページ目の

どんな企業かというところで、中小企業、特に 10 人未満の小さい企業というのが３分の１を占め

るという、小さな企業に大変普及していること。  

それから、新規採用というのはほとんどやったことがない企業で、かつ中途採用はしているけれ
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ども数人にとどまるという規模の、採用力の小さい、かつ地方の企業がこの事業に取組み始めてい

るという状況がわかりました。  

 そういう事業所が、事業開始前にどんなことが課題だと思っていたかというのが、その次の図表

２になります。よく言われる、能力開発を行うためにお金もないし人もいないという状態と、採用

したいんだけれどもなかなかいい人が採用できない。こんな大きな課題を抱えておる企業です。  

 この企業の抱えている課題は、主成分という形で分析して大きく２つのくくりにすることができ

ました。１つが、育成がうまくいかないという課題と、もう一つが採用でいい人が採れない。採っ

てもすぐ辞めてしまうという、大きな２つの課題がありました。  

 そういう企業が訓練を開始しているんですが、今回の対象企業では４割が既に終了していて、４

割が始めた訓練を実施中で、２割はこれから実施するというところでありました。  

これらの実施をいつから始めたかということを見ましたのが、次の図表５です。いつ始めたかと

いうのは非常に企業規模と関係がありまして、比較的大きいところは既に修了済みという、21 年中

に取りかかった企業があるんですが、今だんだん広がっております小さい規模の企業というのは、

22 年になってから始めたというところが非常に多い。つまり、普及の段階として、だんだん小さい

企業に浸透してきたなという段階であることが非常によくわかります。  

 では、訓練を始めて、募集をかけて、先ほどありましたように、募集をかけたのにだれも応募し

てくれなかったという経験が 10％ぐらいの企業ではありました。ただ、最近始めたところほど、そ

ういうところが少なくなっておりまして、だんだんこれが改善されてきている途上にあるなという

ことがわかります。実際には、平均の応募倍率は大体２～３倍あって、充足率が９割方という形で

需給がうまく動き始めたことがわかります。  

 こういう企業が、どういう理由でこの制度の導入を決めたかということが、５ページの図表７で

す。やはり助成金というのがはずみになっていること。それから、ジョブ・カードセンターが営業

といいますか、あちこちを訪ね歩いて広げていった。この成果が今、小さい企業にどんどん広がっ

ているというところだと思います。  

 こういうきっかけとしての助成金と商工会議所、ジョブ・カードセンターの働きかけがあるんで

すが、もう一方で、図表８は先ほど言いました、企業が持っている課題と、訓練を始めたきっかけ

との関係を見たものなんですが、ここから言えることは、育成が課題だと思っているところは、こ

の訓練によって実践力を身につけるのに効果的だとか、十分な訓練ができるというような、育成が

これでうまくいくという認識を持って始めている。  

 一方、比較的数は少ないですけれども、採用が課題だと思っているところは、いい応募者が来る

だろうと思っているということで、単にお金がもらえるから始めるというのではなくて、本来持っ

ていたその企業の弱みを、これによってうまく克服できるのではないか。そういう目的と理由とが

非常に合った構造をとっているということです。  

 訓練修了企業は４割なんですが、この４割の企業のうち、77％の企業が訓練した人全員を正社員

として採用していらっしゃる。大体、先ほどの日商さんの数字と合うような数字です。一方で、一

部では非正社員として採用したいということもありますが、これはそれぞれ理由があります。それ
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はちょっと置きます。  

 時間も少ないでしょうから、最後の４番目のところ。企業がこの制度を導入したことをどう評価

しているか。これが一番のポイントだと思います。  

 評価については６つの観点から評価を聞いております。図表５は後で見ていただくことにして、

この①～⑥の６点についてまとめましたのが、その次の８ページの記述です。  

まず、１つのポイントが、この制度の持っているきちんとしたカリキュラム。ＯＪＴとＯｆｆ－

ＪＴを組み合わせて、実践的な能力開発ができるというカリキュラム。これについて、非常に高い

評価があるということです。訓練が体系化されていて、ＯＪＴとＯｆｆ－ＪＴの組み合わせになっ

ていること。それで実践的に効果がある。そういうことに対して、非常に高い評価があります。  

 ただ、一方で、それだけきちんとしたカリキュラムなので、カリキュラムを取り組むことが難し

いという意見もございます。そういう意見が３～４割の企業にはあったんですけれども、これもや

はり最近になって訓練した企業ほど、これが難しくなくなってきているんです。それは多分、訓練

のカリキュラムがある程度蓄積されて、あるいはジョブ・カードセンターの相談機能も非常に高ま

って、カリキュラムをつくるところがだんだんハードルが低くなってきた。そういう状況が読み取

れます。  

 ２番目は、能力評価基準を入れた評価ということに対しての意見です。大半の企業が今回、カリ

キュラムを入れた当時、そのカリキュラムがどこをどういうふうに評価するかという評価基準がし

っかりしておりますので、指導が非常にしやすくなった。今までは現場で見よう見まねのような形

でとか、そういう形でやった訓練では、評価するにしても、どう評価していいかわからなかったも

のが、はっきり目標が定められて、それに対してどの程度までできたかと考えればいいので、指導

がしやすくなったという評価があります。  

 更に特徴的なのは、この評価を入れた企業は、この基準をほかの正社員採用でも入れようという

企業が８割に及ぶこと。更に、この基準は今、入口だけの基準ですから、より上位の職種にも広げ

ていこうという意欲を持った企業が６割あるということです。  

 職業能力評価の基準をはっきりさせて訓練するというのは、実は訓練のいろはの一番大事なとこ

ろなんですけれども、なかなか今回のような小さい企業というのは、それができないという状態が

あったんですが、そこにかなり影響力を持った。そういう意味では、この訓練というのは求職者の

ためであると同時に、企業の能力開発の効果を高める。ある意味では、日本全体の職業能力の底上

げになるような要素を持っているということが非常にわかりました。  

 あとは訓練の課題。なかなか指導者をきちんとしなければならないという課題が幾つかあったこ

と。それは改善が図られているところです。  

 それから、派生的な効果と、訓練が大事だということが社内で理解が進んだり、新人が訓練して

いるとなると、２～３年上の先輩のおしりに火がついて、一生懸命能力開発をし始めるとか、そん

な派生的な効果。あるいは能力開発に非常に熱心な企業だということが知られることによって、企

業の社会的評価が高まる。そんな派生的効果もあります。  

 訓練生に対しては、訓練生が意欲、目的意識を持って、非常によく訓練に取り組んでいること。
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あるいは正社員採用した企業の従業員は、とりわけ向上心が強い。こういった人を変えたという要

素についても、企業は評価しております。  

 これには、１つにはキャリア・コンサルティングという、個人に働きかけるコンサルティングが

間に介在することもありますし、企業によってはＯｆｆ－ＪＴが最初にあったことで、マインドセ

ットがきちんとできたという評価もありました。  

 更に⑥は、企業を超えたジョブ・カードの通用性ということなんですが、企業に対して、ほかの

企業でジョブ・カードを得た、ジョブ・カードを持った応募者が来たときにどう評価するかという

ことを聞きましたが、６割の企業が、そういうジョブ・カードを持っていれば採否の判断がしやす

いと答えました。あるいはジョブ・カードに記載されたキャリアコンサルタントの記述があるんで

すが、その部分についてはよく見るという企業が７割に達しています。  

 それは１つには、この企業が自分でジョブ・カードをつくって、そのジョブ・カードに入れる能

力評価をやって、それに対して真剣に取り組んでいるので、自分のところでやったのは、どこに行

っても当然評価されるだろうし、だから逆にほかのところでやったら当然評価する。そういうもの

ができ上がっているんだなということがはっきりわかりました。  

 最後のパートなんですが、こうしたジョブ・カードへの評価が高い企業というのは、全体には今

後の業績について拡大見込みがあるというタイプの企業が、訓練の評価が高かったんです。そうい

うことを考えると、今後採用を増やすようなところで、かなりプラス評価が出ているので、本制度

の持っている質保証機能というのがきちんと機能することによって、これからの拡大がかなり考え

られるのではないかというのが今回の結論です。  

 なお、もう一つ、資料６－２を付けました。資料６－２は、今回の調査の設計の仕組みが１のパ

ートです。これは飛ばしていただきまして、実は３ページ以降には、この調査と同時に行いました

個人調査の設計を載せてございます。これはジョブ・カードの訓練を受けた人、受けなかった人、

あるいはジョブ・カードそのものをつくった人、つくらなかった人。これを９～10 月の時点で大き

く網手のようにとらえまして、その方たちを今後１年半にわたってフォローアップしていく。その

中で、ジョブ・カードの訓練やジョブ・カードを受けたことそのものの効果を分析していこうとい

う、いわゆる施策の評価としてはとてもオーソドックスな、きちんとした仕組みでございます。  

 ただ、４ページにございますが、今は第１回調査の回収がほぼ終わったところで、およそ１万票

の回収を得ましたので、これをこの後、第５回まで続けていくことによって、ジョブ・カードが果

たしてどの程度どこにどう効果があるかということは、あと１年半経てばきちんと検証できます。 

 以上です。  

○樋口会長 ありがとうございました。非常に客観的なデータ、分析に基づいての話だったと思い

ます。ジョブ・カードの有効性について検証しろというのも、先ほどのお話でありましたので、是

非今後とも続けていただきたいと思います。  

ただいまの報告も踏まえまして、御意見、御質問がございましたら、お願いいたします。  

○大久保委員 今回のことをきっかけとして、私なりに考え方をもう一度整理をしてみたところな

んですが、たしかジョブ・カード制度自体は自民党の安倍総理のときに立ち上がった制度ですけれ
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ども、立ち上げのときも実は日本版ＮＶＱといって、ジョブ・カードを立ち上げたんです。ただ実

質的には、職業評価基準をつくるＮＶＱ制度のようなものではなくて、言わばそれをキャリア・コ

ンサルティングとともに書き込む保証をするというカードと、有期実習的な訓練というもののセッ

トとして立ち上がった。しかもそのときの雇用情勢を反映して、フリーターの人たちに対する正規

就業への道を開くといったフリーター対策の位置づけとして事業がスタートしたということなん

です。  

当初考えたジョブ・カード制度の非常に高邁な考え方からすれば、そのときの状況の中で、とに

かく第一優先だったところにフォーカスしてまず立ち上がったと理解しておりますので、現在の姿

がジョブ・カードがもともと目指した最終的な姿ではないと思っています。  

 一方で、今回の新成長戦略の中には、ジョブ・カード制度について、2020 年までに 300 万人と

いう数字が掲げられているわけで、これは６月に掲げた数字だと思いますけれども、この 300 万人

という数字は、国内の就業者が六千数百万人いることを考えれば、５％程度の人たちがそのジョ

ブ・カードを持っているという状態、つまり、ジョブ・カードというものが、ジョブ・カードシス

テムとして一応浸透している状態を目指すというのが、象徴的に 300 万人という数字なんだろうと

思うんです。  

ただ、現在のジョブ・カードの発行数等を単純にトレンドとして延長していっても、300 万人に

はならないわけです。そういうことをわかっていて 300 万人という数字を掲げているはずで、現在

のジョブ・カード制度については第一段階の区切りをつけたところで、もう一回見直しを行って、

一皮むけた制度としてバージョンアップをして、300 万人という形でのシステムとしての浸透、普

及を目指していくという話だろうと思います。  

 たまたま今回、事業仕分けというものが絡んだんですけれども、事業仕分けの結果は、そのまま

政策の矛盾としてとらえることもできるし、そうではなくて、１つの議論のきっかけとして、本来

の 300 万人に向けたプランをちゃんとつくろうではないかと、災いを転じて福となすこともできる

と理解をしていますので、そういうスタンスでこのジョブ・カードについては議論すべきだと思っ

ています。  

 ２点目には、このジョブ・カードの問題に関しては、新成長戦略の中でも、言わば私が担当して

おります実践キャリア・アップ戦略というものに発展させていくことが書き込んであるわけであり

ます。実践キャリア・アップ戦略というのは何かというと、これは雇用創出というものと非常に絡

んでいて、これから成長して、新たな雇用を生み出していくと思われる分野です。その分野で必要

となる人材を育成し、そして適切に労働移動を促していく。単純に職業能力評価をするだけではな

くて、その全体戦略を実践キャリア・アップでやり、職業能力評価の部分だけを言わばキャリア段

位という名称で呼んでいるものだろうと理解をしています。  

これは政策目的からすれば、言わば雇用対策という領域だけではなくて、経済成長戦略の一環と

して位置づけてやろうとしている。ですから、もともとの立ち上がり第一歩のジョブ・カードと今

回掲げている実践キャリア・アップ戦略との間には、現状ではまだ目的やねらいも含めて少し開き

があるだろうと思います。これを接続する方向でジョブ・カード制度の根本的なことでのとらえ直
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しというものをやっていくということだろうと思います。  

 樋口先生がこの会長をおやりになって、私はここに委員で入り、私がやっている実践キャリア・

アップ制度の方は私が座長で、樋口先生に委員をやっていただき、そして政策統括官と審議官は同

じ方がやっていらっしゃるということですから、これはそれをやるという体制だろうと理解してい

ますので、その議論をしていくことになろうかと思います。  

 ジョブ・カードに関しては、当初の立ち上がりの政策のスムーズな運用上、ジョブ・カードとい

う言葉で、有期実習を代表とするＯＪＴの普及、促進、実行というものと、それをキャリア・コン

サルティングの手を通じて認証していくというものを全部セットにしているんですけれども、私は

カードそのものと、そこに乗せる有期実習というのは、一旦そこに線を引いて、ちゃんと交通整理

をした方がいいのではないかと思っているんです。それは後に基金訓練が随分行われまして、こち

らとジョブ・カードのセットも行われていますから、既に有期実習とセットでジョブ・カードと呼

ぶのは、呼び方も非常に混乱をするような状態になっていますので、基金訓練に関しては恒常化さ

れる予定もありますし、更に今度はジョブ・カードといわゆるキャリア段位との接続ということも

考えれば、そのためのいろんなパートナーとカードそのものは組み合わせていくということですか

ら、そのための交通整理をもう一回しっかりやることが大事なのではないかと思っております。  

 以上です。  

○樋口会長 ありがとうございました。ジョブ・カードは、文科省も進めているように学校教育と

の関連もありますし、厚労省は是非そういった方向でという参考にしていただければと思っており

ます。  

○上原委員 今の政党では比較的評価されている事業と思うんです。したがって、ややオーバープ

レゼンスになる部分があるというのを踏まえてなんですけれども、指摘の中でいろいろな事業があ

って、職業能力開発について整理が要るということがあるわけですから、マトリックスをつくって、

どういう職業訓練のコースなり、課目があって、それはどういう人を対象にしていて、何の目的で

幾らぐらい予算をつくって、結果がどうなっているのかということを並べてみる必要があるんです

ね。その上で、統廃合するなら統廃合するという作業が要るのではないかというのが１つ。  

 あとは、企業への補助金が目的になっているのではないかという意見があるわけで、動機づけと

いうのはお金だけではないんですけれども、お金が重要な部分もあるんですが、暫時、時間を区切

って、最後ゼロがいいのかどうかは別にして、減らしていくという努力なり、方途を検討したらい

かがなのか。エコカー減税ではないけれども、やはりいつまでということになると、そこまでにや

りたいという意欲も出てくるので、そういう工夫ですね。  

 それと同時に、商工会議所さんでいろいろ苦労されて、マネージメントされているわけですけれ

ども、そういうコストについても、同じように洗い直して、初期の立ち上げは未経験でいろいろ不

足のことも多かったと思うんですが、こういうことも慣れてきたので、コストダウンできる部分が

あれば、そういうコストダウンをすることが重要なのかなと思います。  

 それから、今、詳細なレポートを小杉委員の方から聞いたわけですけれども、大変有効だと聞こ

えるわけです。ただ一方で、使いにくいとか、履歴書との差は何なんだという質問もあるわけで、
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そういう意味で、立ち上げのときからジョブ・カードもだんだん簡易的にはなってきているんです

が、重たるい部分があるわけです。そこのところの一層の工夫をすることが非常に重要なのかなと

思います。  

 以上、３点です。  

○樋口会長 ありがとうございます。制度設計のところまで含めて、助成金の制度の見直しも含め

ての御提案だと思います。  

○秋葉委員 現場の話ということでお話ししたいと思います。  

 基金訓練などで、ジョブ・カードを利用していまして、今回の仕分けには大変不安に思っていま

す。訓練生の皆さんもそうですし、やっている側もそうですし、キャリアコンサルタントも非常に

不安に思っています。まず不安を払拭していただきたいと思います。国会答弁ではとても情報が伝

わっていないわけで、何しろセンセーショナルにテレビで廃止と出てしまいましたから、残るなら

残るということをきっちり伝えていただきたい。これは何とか早くやっていただかないと、訓練生

が大変迷っている状態になっているんだと思います。  

 ジョブ・カード自身は、履歴書との差がつかないとか、いろいろあるでしょうけれども、現在幾

つかの大学などは、ポートフォリオという形で文科省がお金を出して進めている部分もあります。

ジョブ・かーどそのものはそういうものと非常に近い部分だろうと思うんですね。やはりその辺を

つなげていかないと、こちらではこんなものをやって、こちらではこんなものをやったと、うまく

いかないものをいくつも走らせてしまうことになるだろうと思います。すぐはとても無理でしょう

けれども、やはりその辺をうまく統合して、何年後かにはそれをうまく使えるようにすることが必

要に思います。  

やはりその中の肝というのは、キャリアコンサルタント、コンサルテーションがちゃんとできる

人がいないといけない。５万人でどうのというのはわかりませんけれども、今、認定キャリアコン

サルタントという形で書ける人だけ増やしましたが、本当の意味でのコンサルテーションができる

かどうかということが非常に問題になるだろうと思っています。先ほど、キャリアコンサルタント

の見直しの話も出ていましたけれども、とんでもない話だろうと思っています。  

 我々も文科省の御説明の中で、21 年度は就業能力支援事業に協力して、履修証明という形で済ん

でいますので、ジョブ・カードとの関係で何かしなければいけないだろうと思っています。更に申

し上げると、専修学校に予算をつけていただいて感謝申し上げますけれども、これが余り学校に残

らないような仕組みなんですね。無料でやらなければいけないという仕組みでありまして、カリキ

ュラム開発とか、ある程度学校に残るような仕組みだったらもっと協力できるんですが、なかなか

そうはいかないで、何しろやってくださいよというだけで、下手すると持ち出しの事業。それを何

とかしてほしいということを、最後に言って終わりにしたいと思います。  

○樋口会長 ありがとうございました。  

○山口委員 今、秋葉委員がおっしゃいました懸念を払拭すべきということは、本当にきちんと出

すべきだと思います。反面、違った視点からジョブ・カードというものに対して、世の中の関心が

高まったというのは、１つのＰＲ効果としてもあるので、これを有効に使って、実際、今、小杉委
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員から御報告いただいたような内容も含めて、逆に世の中にアピールしていくべきだと思います。 

そして、本当に有効な御報告を小杉委員、ありがとうございました。特に事業所の多くを占める

中小企業で大変大きな成果が上がっている。また、中小企業の経営といったものも含めて変わるよ

うな、大きな素材になっているということを聞いて、やはりますますこのジョブ・カード制度とい

うもの自体を進めていかなくてはいけないということは、改めて認識しました。そういう視点では、

もう一点だけ申し上げます。  

 今朝ほど、日本経団連と連合でトップ懇談会を行いまして、その中でも新成長戦略の早期実現に

向けては、成長を支える雇用と人材育成が欠かせない中で、やはりこのジョブ・カード制度につい

ても、それを含めて、雇用保険二事業の重要性を労使で再確認いたしました。そういう意味では、

周知あるいは拡大ということに向けて、労使でともに手を携えていこうということも確認いたしま

したので、そういった視点からも関わっていきたいと思います。  

いずれにしろ、冒頭にありましたけれども、このように注目されて、成長戦略にも欠かせないシ

ステムに関わっている協議会が１年以上も行われなかったということが、１つ大きな問題ではなか

ったかということをともども反省しなければいけないと思っております。  

以上です。  

○樋口会長 ありがとうございました。私も反省しないといけないところが多々ありまして、ます

ますこの協議会の重要性が高まっているのかなと思います。  

○坪田日本商工会議所理事・事務局長 厚生労働省の方から、まだ今後の対応というものははっき

り言えないとおっしゃったんですけれども、実際、協力企業を開拓したり何かしていきますと、平

成 23 年度はこの事業が続くか、続かないか。要するに訓練計画もつくらなければいけないわけで

す。そうすると、今、協力企業を開拓しても、次の計画認定が例えば来年度にまたがるようなこと

が出てくるわけですね。ここは早急に方針を決めていただかないと、とても現場としては動けない

ということだけは申し上げておきます。  

○樋口会長 厚労省も十分そこは認識した上での話だと思いますので、政府全体といいますか、予

算審議になるわけですから、国会も含めてということになるだろうと思います。  

○小杉委員 たくさん話をさせていただいて済みません。私は先ほど大久保委員がおっしゃったこ

とに全く賛成で、本来何だったかということを考えると、フリーター、母子という話が出てきたの

は、そのときの課題がそうだったからで、本題的にはやはり職業能力をきちんと評価して、それで

市場をつくっていく。そういう仕組みのきっかけという意味が強かったと思うんです。その部分を

もうちょっと知ってもらいたい。今回は、個人への支援になっているかどうかだけを取り上げられ

ましたけれども、本来この仕組みが持っているのは、今回中小企業の中でどれだけ能力評価がきち

んと広まったかということになる。こういうところにかなりのウェートがあるので、ここをもう少

しきちんとアピールし切れていなかったのかなと、それは反省も含めて思います。  

○樋口会長 我々の言葉で言うと、労働市場を設計していく。その１つのインフラストラクチャー

ということでの位置づけだったと思いますので、もう一度原点に戻って考えるといういい機会にし

たいということだと思います。  



25 
 

 よろしいでしょうか。もしよろしければ、ほぼ予定した時間もきておりますので、本日の第５回

会合は終了したいと思います。厚生労働省におかれましては、本日出ました意見を十分反映させて

いただいて、見直し案を検討していただきたいと思います。最終的には、予算編成の過程におきま

して決まることになりますが、次回は見直しの検討状況について、厚生労働省からお話をいただく

ということを中心に開きたいと考えております。  

 次回の日程について、事務局からお願いします。  

○内閣府大臣官房審議官 予算の編成過程ということになりますと、12 月下旬には実際の予算折衝

が始まるということになりますので、最終的に決まる上旬までの間に１度開催をさせていただきた

いということで、現在日程調整をさせていただいております。決まり次第、委員の皆様には御報告

をさせていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。  

○樋口会長 早急に開くということにしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。  

 本日は、お忙しい中、どうもありがとうございました。  

 


